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本発明の半導体素子の製造方法は、成長用基板の上にリフトオフ層を介して半導体層を形成する工程
と、溝を形成することで半導体構造部を複数個形成する工程と、溝を充填材で塞ぐ工程と、メツキシ一
ド層を形成するシー ド形成工程と、該シー ド形成工程後に、溝の上方に、網目状のレジス トを形成する
工程と、レジス 卜に覆われず露出したメツキシ一 ド層からメツキ層を成膜して導電性サボ一 ト体を形成
する工程であって、導電性サポー ト体がレジス トの上に凹みを有し、かつ、レジストの交差部位上に孔
を有するようにメツキ層を成膜する工程と、充填材およびレジス トの、少なくとも一部を除去する工程
と、孔を介して空隙を供給するエッチング液によリリフトオフ層を除去する工程と、凹みに沿って導電
性サポー ト体を切断して複数個の半導体素子に個片化する工程とを有する。



明 細 書

発明の名称 ：

半導体素子およびその製造方法ならびに半導体素子結合体

技術分野

[0001 ] 本発明は、半導体素子およびその製造方法、ならびに複数の半導体素子が

連結 した半導体素子結合体に関する。

背景技術

[0002] 半導体素子には、電界効果 トランジスタ （F E T ) 、発光ダイオー ド （L

E D ) などの各種デバイスがある。 これ らには、例えば、 III 族元素 とV 族元

素 との化合物からなるIII 一V 族半導体が用いられる。

[0003] III 族元素 として A I ，G a , I n 等 を用い、 V 族元素 として主にN を用い

たΠ Ι族窒化物半導体は、高融点で窒素の解離圧が高 くバルク単結晶成長が困

難であり、大口径で安価な導電性単結晶基板が無いという理由から、サファ

ィァ基板上に成長させることにより形成するのが一般的である。

[0004] しか しながら、サファイア基板は絶縁性であって電流が流れないため、発

光ダイォ一 ドは従来、サフアイァ基板上に順に成長させた n 型のIII 族窒化物

半導体層、活性層 （発光層）および P型の Ι Π 族窒化物半導体層からなる半導

体積層体の一部を除去 して n 型の III 族窒化物半導体層を露出させ、 この露出

させた n 型のI I I 族窒化物半導体層および p 型の I I I 族窒化物半導体層の上に

n 型電極および p 型電極をそれぞれ配置 して、電流を横方向に流す横型構造

を採用するのが通常であつた。

[0005] これに対 し、近年、サファイア基板上にIII 族元素 （例えばA I ，G a など

) 以外の特定の元素からなるバ ッファ層を形成後、発光層を含む半導体積層

体を形成 し、 この半導体積層体を導電性のサポー ト体で支持 した後、バ ッフ

ァ層を化学的なエッチングにより選択的に溶解 してサファイア基板を剥離 （

リフ トオフ） し、 これらサポー ト体 と半導体積層体を一対の電極で挟むこと

で、 L E D チ ップを得る技術が実用に向けて研究されている。なお、 ここで



言うバッファ層は、半導体積層体のェピタキシャル成長のためのバッファ層

であるとともに、サファイア基板から半導体積層体を剥離するためのリフ ト

オフ層の役割も兼ねるものである。

[0006] このような構造のIII 族窒化物半導体 L E Dチップを作製するには、III 族

以外の金属や金属窒化物からなるリフ トオフ層をエッチングすることでサフ

アイァ基板からェピタキシャル層を剥離する一般的なケミカル リフ トオフ法

や、エッチング中に紫外光等の光を照射 し、 リフ トオフ層を活性化させなが

らエッチングを行うフォ トケミカル リフトオフ法がある。これらは、特定の

エッチング溶液に浸潰 して、 リフ トオフ層をエッチングによって溶解するこ

とにより成長用基板からェピタキシャル層をリフ卜オフする方法であり、本

明細書において 「ケミカル リフトオフ法」と総称される。なお、ェピタキシ

ャル層から成長用基板をリフ トオフするという表現でも良い。

[0007] ここで、特許文献 1 に記載されたΙ Π 族窒化物半導体縦型構造 L E Dチップ

の製造方法を図 7 および図 8 により説明する。図 7 ( A ) 〜 （G ) は、従来

のIII 族窒化物半導体縦型構造 L E Dチップ4 0 0 の製造方法の各工程を模式

側面断面図で示 したものである。図 8 ( A ) は、個片化する前の複数の半導

体構造部が形成された図 7 ( F ) の状態のウェハを半導体構造部 4 1 0 表面

側から見た模式上面図である。なお、図 7 ( A ) ~ ( G ) の切断位置は、図

8 ( A ) の I I 一 I I 線の位置すなわち半導体構造部 4 0 の最大径位置で

ある。図 8 ( B ) は、 （A ) の破線に沿って個片化 した 1 つの L E Dチップ

4 0 0 の模式側面図である。

[0008] まず、成長用基板 4 0 2 の上にリフ トオフ層 4 0 4 を介 して、発光層を含

む Ι Π 族窒化物半導体層4 0 6 を形成する （図 7 ( A ) ) 。次に、成長用基板

4 0 2 の一部が露出するよう、半導体層 4 0 6 および リフ卜オフ層 4 0 4 の

—部を除去することで、独立 した複数個の半導体構造部 4 0 を形成する （

図 7 ( B ) ) 。図 8 ( A ) に示すように、半導体構造部 4 0 の横断面形状

は円形である。次に、図 7 ( C ) に示すように、半導体構造部4 1 0 間をレ

ジス ト4 1 2 で塞ぎ、さらに、半導体構造部4 1 0 およびレジス ト4 1 2 上



にメツキシー ド層 4 4 を形成する。その後、 レジス ト4 2 の上方に、厚

膜 レジス トによりビラ一 4 1 6 を形成する （図 7 ( C ) ) 。 このとき、 ビラ

一 4 6 の形成位置ではメツキシー ド層 4 を除去 してお く。次に、下部

電極を兼ね、複数個の半導体構造部 4 1 0 を一体支持する導電性サポー ト体

4 2 2 をメツキ法により形成する （図 7 ( D ) ) 。 このとき、 ビラ一 4 6

の位置にはメツキ層が成膜されない。次に、 レジス ト4 1 2 および ピラー 4

6 を除去することにより、半導体構造部 4 1 0 の間には空隙 4 2 6 が、導

電性サポー ト体 4 2 2 には貫通孔 4 2 4 がそれぞれ形成される （図 7 ( E )

) 。貫通孔 4 2 4 は、図 8 ( A ) に示すように、個片化の切断ライン （破線

) が交点する部分に設けた。そ して、貫通孔 4 2 4 および空隙 4 2 6 を介 し

てエッチング液を供給 して、ケミカル リフ トオフ法で リフ トオフ層 4 0 4 を

除去することで、成長用基板 4 0 2 を複数個の半導体構造部 4 1 0 か ら剥離

する （図 7 ( F ) ) 。その後、上部電極 4 2 8 を半導体構造部 4 1 0 の剥離

面側に形成 し、最後に、半導体構造部 4 1 0 間で導電性サポー ト体 4 2 2 を

図 8 の破線に沿つて切断等により分離することにより、各々が切断後の導電

性サポー ト体 4 2 2 A に支持された半導体構造部 4 0 を有する複数個の L

E D チ ップ4 0 0 に個片化する （図 7 ( G ) ) 。

先行技術文献

特許文献

[0009] 特許文献 1 ：国際公開第 2 0 1 / 0 5 5 4 6 2 号

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0010] このように、図 7 ( C ) ( E ) に示すように、特許文献 1 では、貫通孔

とする部位に予め厚膜 レジス 卜でビラ一を形成 し、メツキ後にビラ一を除去

する方法で、導電性サポー ト体に貫通孔を形成 している。 しか しながら、例

えば、除去後に残渣が残るなど、厚膜 レジス トを完全に除去することが困難

な場合が多い。また、柱状の背の高いビラ一の形成には、 レジス トを複数回



塗布する必要があるなど、手間がかかる。そのため、 リフ トオフ層を除去す

るためのエッチング液を半導体構造部の周囲に供給するための貫通孔を容易

に形成する方法が望まれている。

[001 1] また、導電性サポー ト体は、貫通孔の位置を除いてほぼ同一の厚みを有 し

ている。 ここで、 図 7 ( G ) に示す個片化の工程では、導電性サポー ト体の

内部に連続 して レーザ一光を集光することによリ導電性サボ一 ト体を割断す

るダイシング装置 （以下、 レーザ一ダイシング装置と称する）や、回転する

ブレー ドを用いて導電性サポー ト体を切断するダイシング装置 （以下、ブレ

— ドダイシ ング装置と称する）を用いる。 レーザ一ダイシ ング装置は、導電

性サボ一 ト体を固定 したテーブルを移動させながら、導電性サポー ト体にレ

—ザ一光を照射することにより切断する。 これ らの装置は、 1 回の走査で通

常 6 0 m程度の深さの細溝を形成可能であるため、 6 0 ηι よりも厚みの

ある導電性サボ一 卜体の場合、切断するためには複数回の走査が必要である

。なお、導電性サポー ト体は、通常、分離後も個 々の素子がバラバラになら

ない程度に固定できる粘着力を有する支持テープにより、支持された状態で

ダイシングされる。

[0012] このとき、導電性サポー ト体が 8 0 m未満の厚みでは、半導体構造部を

支持する部分の剛性が弱 く、半導体素子として使用する際に内部応力により

、導電性サポー ト体が屈曲 して しまう。このことから、従来は、導電性サボ

一 卜体を 8 0 _ m以上の厚みで製造 し、複数回の レ一ザ一ダイシング装置の

走査により切断を行っていた。 しか しながら、切断箇所では導電性サポー ト

体が加熱されるため、走査を複数回行えば、半導体素子への熱衝撃がその分

多 くなる。また、導電性サポー ト体 と支持テープとが密接 しているため、導

電性サボ一 ト体の最終端切断時に生 じる熱により、支持テープが焼ける結果

、テープ材料が素子に付着 した り、支持テープが導電性サポー ト体に焼 きつ

いたりする可能性がある。 これにより、導電性サポー ト体や半導体構造部に

汚れや傷をつけて しまうおそれもある。また、ブレー ドダイシ ング装置で切

断する場合でも、切断箇所は摩擦熱により導電性サポー ト体が加熱され、導



電性サポー ト体の最終端切断時はブレー ドが支持テープを接触することから

、 レーザ一ダイシ ング装置と同様に導電性サボ一 ト体ゃ半導体構造部に汚れ

や傷をつけて しまうおそれもある。以上のことか ら、導電性サポー ト体をよ

り少ない走査回数、例えば 2 回以下の走査で容易に切断可能 とすることとと

もに、切断部での支持テープの過度の加熱を防止することが望まれている。

[0013] これ らの課題は、Π Ι族窒化物半導体縦型構造 L E D チ ップにかかわ らず、

ケミカル リフ トオフ法により成長用基板を剥離 した後、導電性サポー ト体を

個片化 して作製するあらゆる半導体素子の量産化においても、解決すべき重

要な課題である。

[0014] そこで本発明は、上記課題に鑑み、ケミカル リフ トオフ法に用いるエッチ

ング液を供給する孔を導電性サポー ト体に容易に形成することができ、かつ

、個片化する際に導電性サポー ト体を容易に切断することができる半導体素

子の製造方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0015] 上記 目的を達成するため、本発明の要旨構成は以下のとお りである。

( ) 成長用基板の上にリフ トオフ層を介 して半導体層を形成する工程 と

該半導体層の一部を除去 して、前記成長用基板 または前記 リフ トオフ層の

—部が露出する溝を形成することで半導体構造部を複数個形成する工程 と、

前記溝を充填材で塞 ぐ工程 と、

前記半導体構造部および前記充填材の上にメツキシ一 ド層を形成するシ一

ド形成工程 と、

該シー ド形成工程後に、前記溝の上方に、網 目状の レジス 卜を形成するェ

程 と、

前記 レジス トに覆われず露出 した前記メツキシ一 ド層からメツキ層を成膜

して、複数個の前記半導体構造部を一体支持する導電性サボ一 ト体を形成す

る工程であって、前記導電性サポー ト体が前記 レジス 卜の上に凹みを有 し、

かつ、前記 レジス 卜の交差部位上に孔を有するように前記メツキ層を成膜す



る工程 と、

前記充填材および前記 レジス 卜の、少な くとも一部を除去 して、前記孔か

ら前記 リフ トオフ層に通 じる空隙を形成する工程 と、

ケミカル リフ トオフ法を用いて、前記孔を介 して前記空隙に供給するエツ

チング液により前記 リフ トオフ層を除去する工程 と、

前記半導体構造部間で前記凹みに沿って前記導電性サボ一 ト体を切断する

ことにより、各々が導電性サポー ト体に支持された前記半導体構造部を有す

る複数個の半導体素子に個片化する工程 と、を有する半導体素子の製造方法

[0016] ( 2 ) 前記メツキ層を成膜 した後の、前記凹み位置での前記導電性サポー

卜体の厚みが 1 2 以下である上記 （1 ) に記載の半導体素子の製造方

法。

[0017] ( 3 ) 前記メツキ層を成膜 した後の、前記半導体構造部の上での前記導電

性サポー ト体の厚みが 8 0 m 以上である上記 （1 ) または （2 ) に記載の

半導体素子の製造方法。

[0018] ( 4 ) 前記網 目状の レジス トを形成する工程 と、前記導電性サポー ト体を

形成する工程 とを複数回 くり返す上記 （1 ) ~ ( 3 ) のいずれか 1 に記載の

半導体素子の製造方法。

[0019] ( 5 ) 前記溝により、横断面形状が四角形の前記半導体構造部が縦横 に整

列 して複数個形成され、前記シー ド形成工程後に、前記溝の上方に、格子状

の レジス トを形成する上記 （1 ) 〜 （4 ) のいずれか 1 に記載の半導体素子

の製造方法。

[0020] ( 6 ) 導電性サポー ト体 と、該導電性サポー ト体上に設けられた半導体構

造部と、を有 し、

前記導電性サポー トは、前記半導体構造部とは反対側の面の外周部に丸み

を有することを特徴 とする半導体素子。

[0021 ] ( 7 ) 導電性サポー ト体 と、該導電性サポー ト体上に設けられた半導体構

造部 と、を有 し、



前記導電性サポー ト体の側面は切断面 と非切断面とからな り、前記切断面

での前記導電性サポー ト体の最大厚みが、前記半導体構造部上での前記導電

性サボ一 ト体の厚みの 2 0 ~ 8 0 % であることを特徴 とする半導体素子。

[0022] ( 8 ) 成長用基板 と、該成長用基板上の リフ トオフ層 と、該 リフ トオフ層

上で溝を介 して互いに互いに独立 した複数の半導体構造部 と、前記複数個の

半導体構造部を一体支持する導電性サポー ト体 と、を有 し、

該導電性サポー ト体は、前記溝の上方の位置に、凹みおよび前記溝に通 じ

る孔を有することを特徴 とする半導体素子結合体。

発明の効果

[0023] 本発明によれば、網目状の レジス 卜に覆われず露出 したメツキシ一 ド層か

らメツキ層を成膜させることにより、 レジス トの上に凹みを有 し、かつ、 レ

ジス 卜の交差部位上に孔を有する導電性サボ一 ト体を形成することができる

。その結果、従来法よりも簡易な方法により、ケミカル リフ トオフ法に用い

るエッチング液を供給する孔を導電性サポー ト体に容易に形成することがで

き、かつ、個片化する際に凹みに沿って導電性サボ一 卜体を容易に切断する

ことが可能となった。

図面の簡単な説明

[0024] [ 図 1] ( A ) 〜 （I ) は、本発明の一実施形態にかかる半導体素子 1 0 0 の製

造方法の各工程を模式側面断面図で示 したものである。

[ 図2] ( A ) 〜 （D ) は、図 1 に示 した、本発明の一実施形態にかかる半導体

素子 1 0 0 の製造方法の一部の工程を模式上面図で示 したものである。

[ 図3] ( A ) 〜 ( D ) は、第 2 レジス ト1 1 6 の塗布態様を変更 した以外は図

2 と同様の模式上面図である。

[ 図4] 本発明の一実施形態にかかる、個片化 した 1 つの半導体素子 1 0 0 の模

式斜視図である。

[ 図5] 本発明の一実施形態にかかる、半導体素子結合体 2 0 0 の模式斜視図で

ある。

[ 図6] ( A ) ~ ( J ) は、本発明の他の実施形態にかかる、 2 段階メツキ工程



を含む半導体素子 1 0 0 の製造方法の各工程を模式側面断面図で示 したもの

である。

[ 図7] ( A ) 〜 （G ) は、従来のIII 族窒化物半導体縦型構造 L E D チ ップ4

0 0 の製造方法の各工程を模式側面断面図で示 したものである。

[ 図8] ( A ) は、個片化する前の複数の半導体構造部が形成された図 6 ( F )

の状態のウェハの模式上面図であり、 （B ) は、 （A ) の破線に沿って個片

化 した 1 つの Ι Π 族窒化物半導体縦型構造 L E D チ ップ4 0 0 の模式側面図で

ある。

[ 図9] ( A ) は、実施例 1 において個片化する前の導電性サポー ト体の断面斜

視 S E M画像であ り、 （B ) は、上段がその上面 S E M画像であり、下段が

上段の S E M画像における孔部分を拡大 した光学顕微鏡写真である。

[ 図 10] 実施例 2 において、メツキ層を 2 段階に分けて、凹みおよび孔を形成

した導電性サポ一 ト体の S E M画像である。

発明を実施するための形態

[0025] 以下、図面を参照 しつつ本発明をより詳細に説明する。なお、半導体素子

の模式断面図においては、説明の便宜上、 リフ トオフ層および半導体積層体

を実状とは異なる比率で誇張 して示す。

[0026] 本発明の一実施形態にかかる半導体素子 1 0 0 の製造方法を、図 1 および

図 2 により説明する。まず、図 1 と図 2 との対応関係を先に説明する。図 2

( A ) は、図 1 ( B ) に示 した状態の模式上面図であり、図 2 ( A ) の I 一

I 断面が図 1 ( B ) に相当する。なお、図 1 ( B ) 以外の図 1 の断面図も同

様の位置でのものである。図 2 ( B ) は、図 1 ( C ) に示 した状態の上面図

である。図 2 ( C ) は、図 1 ( E ) に示 した状態の上面図である。図 2 ( D

) は、図 1 ( F ) に示 した状態の横断面図である。

[0027] まず、図 1 ( A ) に示すように、成長用基板 1 0 2 の上に リフ トオフ層 1

0 4 を介 して、半導体層 1 0 6 を形成する。

[0028] 次 に、図 1 ( B ) および図 2 ( A ) に示すように、半導体層 1 0 6 の一部

を除去 して、成長用基板 1 0 2 の一部が底部で露出する溝 1 0 8 を網 目状、



本実施形態では格子状に形成することで、横断面形状が四角形の縦横に整列

した半導体構造部 1 1 0 を複数個形成する。

[0029] 次に、図 1 ( C ) および図 2 ( B ) に示すように、全ての溝 1 0 8 を充填

材 としての第 1 レジス ト1 1 2 で塞 ぐ。

[0030] 次 に、図 1 ( D ) に示すように、半導体構造部 1 1 0 および第 1 レジス ト

2 の上にメツキシー ド層 1 1 4 を形成する。

[0031 ] 次 に、図 1 ( E ) および図 2 ( C ) に示すように、溝 1 0 8 の上方かつメ

ツキシー ド層 1 1 4 上に、格子状の薄膜の第 2 レジス ト1 1 6 を形成する。

ここで、 第 2 レジス ト1 1 6 に覆われず露出 した部位 1 1 8 が形成される。

[0032] 次 に、図 1 ( F ) および図 2 ( D ) に示すように、露出部位 1 1 8 か らメ

ツキ層を成膜させる。これにより、複数個の半導体構造部 1 1 0 を一体支持

する導電性サポー ト体 1 2 2 を形成する。 ここで、 メツキ層は、第 2 レジス

ト1 1 6 の上に凹み 1 2 0 を有 し、かつ、第 2 レジス ト1 1 6 の交差部位上

に孔 1 2 4 を有するように成膜させるが、詳細は後述する。

[0033] 次 に、図 1 ( G ) に示すように、第 2 レジス ト1 1 6 および第 1 レジス ト

2 を除去 して、孔からリフ トオフ層に通 じる空隙 1 2 6 を形成する。具

体的には、アセ トンなどの レジス トを溶解する液体を孔 1 2 4 か ら供給する

ことにより、第 2 レジス ト1 1 6 を溶解する。本実施形態では、メツキシ一

ド層 1 1 4 の うち第 2 レジス ト1 1 6 と第 1 レジス ト1 1 2 に挟 まれた部位

は、第 2 レジス ト1 1 6 の除去の後に続いて、機械的または化学的に除去さ

れる。その後、充填材 1 1 2 にもアセ トンなどの液体が達することにより、

第 1 レジス ト1 1 2 も除去できる。

[0034] 次 に、エッチング液を孔 1 2 4 および空隙 1 2 6 を介 して供給することに

より、 リフ トオフ層 1 0 4 をエッチングにより除去する。 この結果、成長用

基板 1 0 2 は半導体構造部 1 1 0 か ら剥離される （図 1 ( H ) ) 。

[0035] 最後に、図 1 ( 门 に示すように、半導体構造部 1 1 0 の間で凹み 1 2 0

に沿って導電性サポー ト体 1 2 2 を切断することにより、各々が切断された

導電性サポー ト体 1 2 2 A に支持された半導体構造部 1 1 0 を有する複数個



の半導体素子 1 0 0 に個片化する。図 1 ( D ) の破線が切断ライ ンであ り、

凹み 1 2 0 に沿っていることがわかる。また、上部電極 1 2 8 を半導体構造

部 1 1 0 の剥離面側に形成する。下部電極は導電性サポー ト体 1 1 1 A が兼

ねる。

[0036] 本発明者 らは、従来方法における柱状のビラ一 4 1 6 (図 7 ( C ) ) では

な く、薄い層状の レジス ト1 1 6 を形成することにより、ケミカル リフ ト才

フ法に用いるエッチング液を供給する孔 1 2 4 を導電性サポー ト体 1 2 2 に

容易に形成することができると同時に溝 1 0 8 上の導電性サポー ト体 1 2 2

の厚みを小さくすることができることを見出 した。そ して、図 1 ( I ) のよ

うに溝 1 0 8 上の厚みが小さい部位に沿って導電性サボ一 ト体 1 2 2 を切断

するにより、図 7 ( G ) のように位置によらず均一な厚みを有する導電性サ

ポー ト体を切断するよりも、容易に切断できる。具体的には、ダイシ ング装

置による走査回数を減少させることができ、支持テープが焼けて しまう可能

性も低減する。

[0037] 以下、本発明の技術的意義を作用効果とともに説明する。露出部位 1 1 8

か ら成膜するメツキ層は、 まず、第 2 レジス 卜1 1 6 の壁に阻まれ、縦方向

にのみ伸張する。第 2 レジス 卜の上面に達 した後には縦方向および横方向に

伸張する。さらにメツキを続けると、第 2 レジス ト1 1 6 上で隣接 して成膜

するメツキ層が結合する。 これにより、複数の半導体構造部 1 1 0 を導電性

サポー ト体 1 1 2 がー体支持することが可能となる。その際、第 2 レジス ト

1 6 の上にて成膜するメツキ層の縦方向への伸長は、半導体構造部 1 1 0

上にて成膜するメツキ層の縦方向への伸長よりも遅 く、第 2 レジス ト1 1 6

の中央部ほど遅れる。そのため、第 2 レジス ト1 1 6 上における厚みが半導

体構造部 1 1 0 上における厚みよりも小さくな り、図 1 ( F ) のような凹み

1 2 0 が形成される。ダイシング装置により凹み 1 2 0 に沿って切断するこ

とにより、凹みを有 しない導電性サボ一 ト体よりも容易に切断することがで

きる。

[0038] また、第 2 レジス ト1 1 6 は、格子状に形成 している （図 2 (C) 参照）



。 ここで、第 2 レジス ト1 1 6 の直線部位上に成膜するメツキ層の伸長より

も、第 2 レジス ト1 1 6 の交差部位上に成膜するメツキ層の伸長はさらに遅

れが生 じる。 このため、直線部位上ではメツキ層が結合 しているが、交差部

位上ではメツキ層が結合 していない状態が形成できる。その状態でメツキ層

の成膜を止めることにより、第 2 レジス ト1 1 6 の交差部位上に孔 1 2 4 を

形成することができる。従来方法では、柱状の ビラ一 4 1 6 (図 7 ( C ) )

を除去 しなければ貫通孔 4 2 4 を形成できなかったのに対 し、本発明では、

メツキ層を成膜させるのみで孔 1 2 4 を形成することができる。また、第 2

レジス ト1 1 6 は薄いため、厚膜 レジス トによるビラ一 4 1 6 よりも製造が

簡単であり、残渣が残ることもな く確実に除去可能である。なお、メツキ層

の伸張速度および形状は、メツキ浴の種類、温度、電流により制御できる。

[0039] なお、第 2 レジス ト1 1 6 は網 目状に形成すれば、その塗布態様は特に限

定されない。図 3 ( A ) ~ ( D ) は、第 2 レジス ト1 1 6 の塗布態様を変更

した以外は図 2 と同様の模式上面図である。メツキシ一 ドの露出部位の形状

は、図 2 ( C ) のように正方形ではな く、図 3 (C) に示すように正方形の

角部に丸みや面取 り、へこみ等がついていてもよい。 この場合、図 3 ( D )

に示すように、メツキ後の孔 1 2 4 の径を図 2 ( D ) よりも大きくすること

ができる。

[0040] 図 4 は、上記製造方法で得ることができる、本発明に従 う半導体素子 1 0

0 の模式斜視図である。半導体素子 1 0 0 は、導電性サポー ト体 1 2 2 A と

、導電性サポー ト体 1 2 2 A 上に設けられた半導体構造部 1 1 0 と、を有す

る。なお、半導体構造部 1 1 0 と導電性サポー ト体 1 2 2 A との間には、メ

ツキシー ド層 1 1 4 が存在する。半導体素子 1 0 0 において、導電性サポー

卜体 1 2 2 A は、横断面形状がコーナ一 1 2 2 B に丸みを有する四角形であ

り、かつ、前記半導体構造部 1 1 0 とは反対側の面の外周部 1 2 2 C も丸み

を有することを特徴 とする。導電性サポー ト体 1 2 2 A の側面は切断面 と非

切断面 とからなる。半導体素子への個片化前に各々の導電性サポー ト体 1 2

A が結合 していた部分が平面の切断面であり、メツキ層成膜後の形状のま



ま丸みを有する箇所が非切断面である。切断面での前記導電性サボ一 ト体 1

2 2 A の最大厚みが、半導体構造部 1 1 0 上での導電性サポー ト体 1 2 2 A

の厚みの 2 0 ~ 8 0 % であることが好ましい。導電性サポー ト体 1 2 2 A の

各部位の厚みは、メツキ層形成工程で形成された、凹み位置での導電性サボ

- 卜体の厚みおよび半導体構造部上での導電性サポー ト体の厚みによって定

まる。半導体素子 1 0 0 では、導電性サポー ト体 1 2 2 A が下部電極 として

働 き、半導体構造部 1 1 0 上に設けられた上部電極 1 2 8 と対になる。

[0041 ] 図 5 は、上記製造方法で得 ることができる、本発明に従 う半導体素子結合

体 2 0 0 の模式斜視図である。半導体素子結合体 2 0 0 は、成長用基板 1 0

2 と、該成長用基板 1 0 2 上の リフ ト才フ層 1 0 4 と、該 リフ トオフ層 1 0

4 で溝 1 0 8 を介 して互いに独立 した複数の半導体構造部 1 1 0 と、前記複

数個の半導体構造部 1 1 0 を一体支持する導電性サポー ト体 1 2 2 と、を有

し、該導電性サポー ト体 1 2 2 は、溝 1 0 8 の上方の位置に凹み 1 2 0 を有

し、溝 1 0 8 の交差部位上に、溝 1 0 8 に通 じる孔 1 2 4 を有することを特

徴 とする。なお、半導体構造部 1 0 0 上にはメツキシー ド層 1 4 4 がある。

半導体素子結合体 2 0 0 は、図 1 ( G ) に示す状態のウェハである。すなわ

ち、本明細書において 「半導体素子結合体」とは、複数の半導体構造部が成

長用基板 と導電性サボ一 ト体で挟まれかつ一体支持された、 リフ 卜オフ前の

状態のウェハを意味する。

[0042] 半導体素子結合体 2 0 0 では、孔 1 2 4 を介 して溝 1 0 8 にエッチング液

を供給 して、 リフ トオフ層 1 0 4 を除去することができる。 また、凹み 1 2

0 に沿ってより容易にサボ一 ト体 1 2 2 を切断することができる。

[0043] (半導体層形成工程）

成長用基板 1 0 2 は、サファイア基板 またはサファイア基板上にA I N 膜

を形成 した A I N テンプレー ト基板を用いるのが好ましい。形成するリフ ト

オフ層の種類やIII 族窒化物半導体からなる半導体積層体の A し G a 、 I n

の組成、 L E D チ ップの品質、コス トなどにより適宜選択すればよい。

[0044] リフ トオフ層 1 0 4 は、ケミカル リフ トオフ法ではC r N や S c N などのI



I I 族以外の金属や金属窒化物バ ッファ層が化学選択ェッチングで溶解できる

ので好ましい。スパ ッタリング法、真空蒸着法、イオンプレーティング法や

M O C V D法で成膜するのが好ましい。通常、 リフ トオフ層 1 0 4 の膜厚は

2 〜1 0 0 n m程度 とする。

[0045] 半導体層 1 0 6 は、ケミカル リフ トオフ法により製造する半導体素子であ

れぱ、半導体構造部の材料や層構成は特に限定されず、 1 層でもよい し、 2

層以上であってもよい。半導体構造部が発光層を含めば L E D となり、含ま

ない場合は他の半導体素子となる。半導体層 1 0 6 は、例えばM O C V D 法

によりリフ トオフ層 1 0 2 上にェピタキシャル成長させることができる。通

常、半導体層 1 0 6 の膜厚は 0 . 5 〜2 0 m程度 とする。例えば、 リフ ト

オフ層 1 0 2 上に、第 1 伝導型のIII 族窒化物半導体層、発光層および第 1 伝

導型 とは異なる第 2 伝導型のI I I 族窒化物半導体層を順次積層 して半導体層と

して、本発明の半導体素子をI I I 族窒化物半導体縦型構造 L E D チ ップとする

ことができる。この場合、第 1 伝導型を n 型 とし、第 2 伝導型を p 型 として

もよい し、この逆であってもよい。また、半導体層 1 0 6 は、例えば、 A I

I n G a N 系、 A I n G a P A s 系の III 一V 族や、 Z n O などのI I —VI族

と してもよい。

[0046] (溝形成工程）

半導体層 1 0 6 の一部の除去には、 ドライエッチング法を用いるのが好ま

しい。 これは、半導体層 1 0 6 のエッチングの終点を再現性良 く制御できる

からである。 また、半導体層 1 0 6 が繋がった状態であると、後工程におい

てエッチング液で リフ 卜オフ層 1 0 4 をエッチングすることができないため

、 この除去は、少な くとも成長用基板 または リフ トオフ層が露出するまで行

うものとする。上記の本実施形態では、溝 1 0 8 の底部では リフ トオフ層 1

0 4 は除去され、成長用基板 1 0 2 が完全に露出する例を示 した。

[0047] 本実施形態において半導体構造部 1 1 0 の横断面形状は四角形で示 したが

、半導体構造部 1 1 0 の横断面形状は特に限定されず、円形でも、三角形や

六角形などの多角形でもよい。半導体構造部 1 1 0 の横断面形状を多角形 と



する場合は、多角形の半導体構造部 1 1 0 の周囲の溝 1 0 8 に沿って網 目状

にレジス ト1 1 6 を形成することにより、 レジス ト1 1 6 の交差部位上に、

溝 1 0 8 に通 じる孔 1 2 4 を形成するとともに、溝 1 0 8 の上方の位置の導

電性サポー ト体 1 2 2 に凹み 1 2 0 を形成することができる。なお、半導体

素子を個片化する工程において、 レーザ一ダイシング装置により溝 1 0 8 を

直線で切断 しやすいように、半導体構造部 1 1 0 は整列 していることが好ま

しい。

[0048] 半導体構造部 1 1 0 の横断面が四角形の場合、 1 辺は通常 2 5 0 〜 3 0 0

O m とする。また、溝 1 0 8 の直線部位における幅は、 4 0 〜 2 0 0 m

の範囲内とすることが好ましく、 6 0 〜 1 Ο Ο ι ι とすることがより好まし

し、。 4 0 以上とすることにより、溝 1 0 8 へのエッチング液の供給を十

分に円滑に行 うことができ、 2 0 0 m以下とすることにより、発光面積の

ロスを最小限に抑えることができるからである。

[0049] (溝部充填 メツキシ一 ド層形成工程）

図 1 の実施形態では、溝 1 0 8 の充填剤 として第 1 レジス 卜1 1 2 を用い

、その後全ての第 1 レジス ト1 1 2 を格子状の レジス ト1 1 6 とともに除去

して空隙 1 2 6 を形成 したが、本発明はこれに限らず、充填剤の一部を除去

して、エッチング供給用の空隙を形成するものでもよい。例えば、半導体構

造部 1 1 0 の横断面の形状が四角形の場合、 P C T J P 2 0 1 / 0 0 5

4 8 5 に記載するように、各半導体構造部 1 1 0 の 1 つの側面のみを充填剤

としての レジス トによって塞ぎ、残 りの 3 つの側面は充填剤 としての金属を

メツキで塞 ぐことができる。そ して、充填剤除去工程では、金属は除去せず

レジス トのみを除去 し、 レジス 卜で埋め られた溝のみにエッチング供給用の

空隙を形成することができる。 この場合、図 1 ( H ) の リフ トオフ工程では

、 レジス 卜で塞いだ溝側か らその反対側の溝側に向かってエッチングが進行

する。

[0050] 溝 1 0 8 の充填剤 としては、第 1 レジス ト1 1 2 などの レジス トに替えて

、任意の材料を用いてもよい。例えば、導電性サポー ト体 1 2 2 ゃメツキシ



— ド層 1 1 4 に使用されない金属、または S i 0 2などの絶縁物を用いること

ができる。充填剤を除去する場合は、材料に応 じたエッチング液を選択すれ

ばよい。メツキシー ド層 1 1 4 は必ず しも全面に形成 しな くても良いが、電

気的に孤立 しないように形成する必要がある。

[0051 ] ( レジス ト形成 · メッキ形成工程）

レジス トの交差部位上には、メツキ形成工程において孔が形成される。図

1 および図 2 の実施形態では、溝 1 0 8 の交差部位上にレジス ト1 1 6 の交

差部位が位置する例を示 したが、本発明はそれに限定されない。例えば、溝

0 8 に部分的に幅広の部位を設けることによって、溝 1 0 8 の辺上にレジ

ス ト1 1 6 の交差部位を設けてもよい。 この場合、溝 1 0 8 の辺上に孔 1 2

4 が形成される。すなわち、本明細書において 「レジス トの交差部位」とは

、溝 1 0 8 の交差部位上での レジス ト1 1 6 の交差部位に限 らず、その他の

溝 1 0 8 上での レジス ト1 1 6 の交差部位をも意味する。

[0052] 導電性サポー ト体 1 2 2 は、下部電極を兼ねることができる。導電性サボ

— ト体 1 2 2 は、湿式メツキまたは乾式メツキのようなメツキ法により形成

することができる。たとえばC u またはA u の電気メツキでは、メツキシ一

ド層 1 1 4 の表面 （導電性サボ一 ト体 1 2 2 側）としてC u ， N i , A u な

どを用いることができる。 この場合、メツキシー ド層 1 1 4 の成長用基板側

(半導体構造部側）は、半導体構造部 1 1 0 との密着性が十分な金属、例え

ばT i または N i を用いるのが好ま しい。半導体構造部 1 1 0 上の導電性サ

ポー ト体 1 2 2 の厚さは、必要に応 じて適宜調整可能であるが、通常 8 0 〜

3 0 0 t m 程度である。 8 0 m 以上 とすれば、個片化前の段階で導電性サ

ポー ト体 1 1 2 の剛性を十分に確保することができ、支持基板 として扱 うこ

とができる。

[0053] ここで、網 目状の レジス トを形成する工程 と、導電性サポー ト体を形成す

る工程 とを複数回繰 り返す多段階メツキ工程を採用 してもよい。 1 段階のメ

ツキで凹みと孔を形成 しつつ半導体構造部上での導電性サポー 卜体の厚みを

最低限確保 しょうとすると、第 2 レジス ト1 1 6 の幅を比較的広 くしなけれ



ばならない。例えば 2 段階のメツキ工程によれば、第 2 レジス ト1 1 6 の幅

を狭 くしても、導電性サポー ト体の厚みを最低限確保することができる。ま

た、溝 1 0 8 の幅を狭 くすることにより、半導体構造部 1 1 0 の有効面積を

向上させることができる。以下に、本発明の一実施形態にかかる 2 段階メッ

キによる半導体素子 1 0 0 の製造方法を、図 6 を用いて説明する。

[0054] まず、図 6 ( A ) 〜 ( F ) の 1 回目のメツキ工程 までは、図 1 の場合より

も溝 1 0 8 の幅および第 2 レジス 卜1 1 6 の幅を狭 くし、凹み 1 2 0 位置で

の第 1 の導電性サポー ト体 1 2 2 の厚みを薄 くした段階でメツキを終了する

以外は、 1段階メツキの図 1 ( A ) 〜 （F ) の工程 と同 じである。具体的に

は、1回のメツキで半導体構造部 1 1 0 上の導電性サポー ト体 1 2 2 の厚みを

5 0 凹み 1 2 0 の厚みを 8 0 m に仕上げる場合には、第 2 レジス

卜1 1 6 の幅を 1 2 0 〜 1 4 0 m にする必要がある。一方、 2 回のメツキ

で半導体構造部 1 1 0 上の導電性サポー ト体の厚みを同程度にする場合は、

1 回目のメツキ工程 （図 6 (A) 〜 （F ) ) において、導電性サポー ト体 1

2 2 上のメツキ層厚みが 1 0 0 m程度で凹み 1 2 0 の厚みが 5 0 〜 7 0

m になる段階で終 了するように行 うため、第 2 レジス ト1 1 6 の幅を 6 0 ~

8 0 m とすることができる。

[0055] 次 に、図 6 ( G ) に示すように、凹み 1 2 0 および孔 1 2 4 を覆 うように

第 3 レジス ト1 1 7 により再度格子状の レジス トパターンを形成する。

[0056] 次 に、図 6 ( H ) に示すように、露出 した第 1 の導電性サポー ト体 1 2 2

か ら引き続きメツキを行い、第 2 の導電性サポー ト体 1 2 3 を形成する。 こ

のとき、半導体構造部 1 1 0 上の第 2 の導電性サポー ト体 1 2 3 の厚みを 5

0 にすると、第 3 の レジス ト1 1 7 の幅が第 2 の レジス ト1 1 6 の幅 と

同 じ場合には第 2 の導電性サポー ト体 1 2 3 の第 2 の凹み 1 2 5 のメツキ層

厚みを 5 〜 1 5 m とすることができ、 1 回目に形成 したメツキ層の厚みと

2 回目に形成 したメッキ層の厚みの合計を 8 0 m程度にすることができる

。なおこの場合、第 1 の導電性サポー ト体 1 1 2 の表面部分が、第 2 の導電

性サポー ト体 1 2 3 のメツキシー ドの役割を果たす。そ して、第 2 の導電性



サボ一 ト体 1 2 3 も、第 3 レジス 卜1 1 7 の上に凹み 1 2 5 を有 し、かつ、

第 3 レジス ト1 1 7 の交差部位上に孔 1 2 4 を有する。その後、第 3 レジス

ト1 1 7 、第 2 レジス 卜1 1 6 および第 1 レジス ト1 1 2 を除去 して、空隙

6 を形成する。その具体的方法は 1 段階メッキ方法で溝 1 0 8 を空隙 1

2 6 とする場合 と同 じである。それぞれのメツキ層厚みの配分、 レジス ト幅

、 レジス ト交差部の形状を調整することで、導電性サポー ト体の厚み、凹み

部分の厚み、孔の形状制御が可能である。一例 として、図 1 0 に 2 段階メッ

キを行って製造 した半導体素子結合体の S E M画像を示す。

[0057] この後の図 6 ( 1 ) 、 （J ) の工程は、 1 段階メツキの図 1 ( H ) 、 ( I

) の工程 と同様である。なお、上記の第 1 の導電性サポー ト体 1 2 2 と第 2

の導電性サポー ト体 1 2 3 の両方またはいずれか一方においてメツキ層が結

合 して個 々の素子が連結されればよく、その結合部分は図 6 ( J ) の工程で

分離すればよい。 このため、 2 段階メツキは 1 段階メツキに比べて設計の自

由度が高い。例えば、第 1 の導電性サポー ト体 1 2 2 において結合部分を十

分な厚みで形成 した場合は第 2 の導電性サポー 卜体 1 2 3 のメッキ層は第 3

レジス ト1 1 7 上で結合させな くてもよい。

[0058] 以上が 2 段階メツキによる半導体素子 1 0 0 の製造方法の一例である。 こ

の方法によれば、溝 1 0 8 の幅および第 2 レジス ト1 1 6 の幅を狭 くしても

、凹み 孔 発光構造部上での厚みが最適な導電性サボ一 ト体 1 2 2 A を形

成することができる。

[0059] なお、 1 回目の孔を有するメツキ層は、孔部に相当する箇所の レジス ト幅

を広 く取る、あるいは図 7 ( A ) ~ ( D ) に示すようにレジス トビラ一を形

成する従来法で形成 し、その 1 回目のメツキ層の上に網 目状の レジス トを形

成 した後に 2 回目のメツキをすることもでき、組み合わせは適宜選択すれば

よい。 レジス ト幅を広 く取る場合や、 レジス トビラ一を形成する場合は、 レ

ジス 卜を形成する位置は溝 1 0 8 上であればどの位置でもよい。 このように

メツキ工程を複数回行 うことにより、本発明の効果を失わない範囲で、幅や

厚さを自由に設計することができる。



[0060] 孔 1 2 4 の寸法および形状は、特に限定されない。エッチング液が空隙 1

2 6 まで通過できればよい。

[0061 ] 凹み 1 2 0 位置での導電性サボ一 卜体 1 2 2 の厚みは特に限定されないが

、ダイシ ン グ装置により切断 し易い厚みであることが好ましい。すなわち、

凹み 1 2 0 位置以外の厚みよりも凹み 1 2 0 位置での厚みが支持テープに触

れない程度に十分に薄 くなつていればダイシング装置により切断 し易 くなる

。また、 レーザ一ダイシング装置により切断する際に、凹みが無い場合より

も走査回数を減 らすことができる厚みであることがより好ま しい。ダイシン

グ装置の性能にも拠るが、例えば、二度の走査で切断できる厚みにするため

に、凹み 1 2 0 位置での導電性サポー ト体 1 2 2 の厚みを 1 2 0 ι ι 以下と

することが好ましく、一度の走査で切断できる厚みにするには、 6 0 m以

下とすることが好ましい。また、凹み 1 2 0 位置での導電性サポー ト体 1 2

2 の厚みが 3 0 m以上であることが好ましい。凹み 1 2 0 が 3 0 m未満

の場合、導電性サポー ト体 1 2 2 が凹み 1 2 0 位置で非常に脆弱となり、半

導体構造部が一体支持されているべき工程である電極 を形成する工程などで

、意図せず個片化 して しまう恐れがあるからである。

[0062] ここで、凹み位置での厚みは、 レジス トの幅 X 、 レジス ト厚み丁、および

半導体構造部上に形成するメツキ層厚み Y に依存する。すなわち、ある一定

値の レジス トの幅 X の場合において、 Y が小さい段階では、 レジス トに隣接

して成膜するメツキ層が結合せずそもそも凹みが形成されない。 Y がある閾

値を越えるとメツキ層が結合 し、凹みが形成される。さらに、 Y を大きくし

てい くにつれ、凹み位置での厚みが増大する。 しか し、さらにY を大きくす

れば、ついには凹みが消失する。逆にY を一定にして考えると、 X がある閾

値以下の場合にメツキ層が結合 し、凹みが形成される。 したがって、所望の

X および所望の凹み位置での厚みを考慮 して、 レジス 卜の幅 X を設定すれば

よい。例えば、凹み位置での導電性サポー ト体の厚みを 6 0 m以下に形成

したい場合、 レジス ト厚み T が比較的容易に形成できる 1 0 m程度の場合

には、 レジス 卜の幅 X は 2 0 〜 3 0 0 m、メツキ層厚み Y を 8 0 ~ 2 0 0



m とすればよい。また、 2 段階など複数段階にメツキを分けて実施する場

合には、 X ， T , Y を上記の範囲で所望の数値に設定すればよい。例えば、

X をできるだけ小さくすることによりレジス 卜の幅はできるだけ狭 くして半

導体構造部の幅を広 くさせたり、 Y を大きくして半導体素子の剛性を上げた

りすることができる。

[0063] また、孔の寸法も第 2 レジス トの幅 X 、厚み T および半導体構造部上に形

成するメツキ層厚み Y に依存する。すなわち、ある一定値の第 2 レジス トの

幅 X の場合において、第 2 レジス トに隣接 して成膜するメツキ層が結合 した

段階で孔が形成される。その後、 Y を大きくしてい くにつれ、孔の寸法は小

さくなり、さらにY を大きくすれば、ついには孔が消失する。逆にY を一定

に して考えると、 X 、 T がある閾値以下の場合にメツキ層が結合 し、孔が形

成される。 したがって、所望のX および孔の寸法をも考慮 して、第 2 レジス

トの幅 X を設定すればよい。

[0064] また、孔の寸法は第 2 レジス トの交差部位における形状にも依存する。既

述の図 3 ( C ) のようにすれば、図 2 ( C ) の場合よりも孔を大きく形成す

ることができる。換言すれば、例えば、同 じ寸法の孔を形成するために必要

な溝 1 0 8 の幅は、図 3 の場合のほうが図 2 の場合よりも狭い点でも有利で

ある。

[0065] このように、凹み位置 1 2 0 での導電性サポー ト体 1 2 2 の厚み、半導体

構造部 1 1 0 上の導電性サポー ト体 1 2 2 の厚み、および孔 1 2 4 の寸法の

全てを考慮 して、適切な第 2 レジス トの幅 X 、厚み T および交差部位におけ

る形状を設定すればよい。

[0066] なお、本実施形態では、メツキシ一 ド層 1 1 4 の上に第 2 レジス ト1 1 6

を形成 した。 しか し、孔を形成する位置にあたるメツキシー ド層は予め除去

し、第 1 レジス ト1 1 2 に接 して第 2 レジス ト1 1 6 を形成 してもよい。

[0067] 図には示されないが、複数個の半導体構造部 1 1 0 の主表面とメツキシ一

ド層 1 1 4 との間に、複数個の半導体層 1 0 6 の各々と接する才ーミック電

極層を形成するのが好ましい。また、本発明をしE D チ ップの製造に使用す



る場合には、才一ミック電極層とメツキシー ド層 1 1 4 との間にさらに反射

層を形成するか、才一ミック電極層が反射層の機能を兼ねることがより好ま

しい。これらの層形成には、真空蒸着法、イオンプレーティング法、スパ ッ

タ リング法などの乾式成膜法を用いることができる。

[0068] 上記才一ミック電極層は、仕事関数の大きな金属、例えば P d ， P t , R

h ， A u , A g などの貴金属や C o ， N ί により形成することができる。 ま

た、反射層としては、 R h 等の反射率が高いため、上記才一ミック電極層と

の兼用も可能だが、発光領域が可視光の場合には A g や A I 層等を、紫外線

領域の場合には R h や R u 層等を用いるのがより好ましい。

[0069] ( レジス ト除去工程）

レジス トの除去は、例えばアセ トン、 レジス ト剥離液など、 レジス トの種

類に合わせて溶解可能な液体により行 う。なお、孔 1 2 4 の下の レジス ト1

1 6 と第 1 レジス ト1 1 2 との間のメツキシー ド層は、薄膜のため、機械的

に除去 しても、エッチング液を用いて化学的に除去 してもよい。 これらによ

り、孔 1 1 4 と空隙 1 1 5 が連通する。

[0070] ( リフ トオフ工程）

本発明におけるケミカル リフ トオフ法に使用可能なエッチング液としては

、 リフ トオフ層が C r N の場合、硝酸第二セ リウムアンモン溶液やフエリシ

アンカ リウム系の溶液など、 リフ トオフ層が S c N の場合、塩酸、硝酸、有

機酸など選択性のある公知のエッチング液を挙げることができる。

[0071 ] また、 リフ トオフ後に露呈 した半導体構造部 1 1 0 の面は、ウエッ ト洗浄

で清浄化されるのが好ましい。次いで、 ドライエッチングおよびノまたはゥ

エツ トエツチングで所定量削ることができる。

[0072] さらに、 レジス トをマスクとした リフ トオフ法により上部電極 としての n

型才ーミック電極およびボンディングパッ ド電極を形成する。鼋極材 として

は A l 、 C r 、 Τ ί 、 Ν ί 、 P t 、 A u などが用いられ、ォ一ミック電極、

ボンディングパ ッ ドには Τ ί 、 P t 、 A u などをカバ一層 として成膜 して、

配線抵抗の低減 とワイヤ一ボン ドの密着性を向上させる。なお、半導体構造



部 1 1 0 の露出 している側面ならびに表面 （ボンディングパ ッ ド表面を除 く

) には、 S i 0 2や S i N などの保護膜 （絶縁膜）を付与 しても良い。

[0073] (個 片化工程）

個片化工程では、半導体構造部 1 1 0 間を例えばブレー ドダイサ一や レー

ザ一ダイシ ング装置を用いて切断する。

[0074] 以上は代表的な実施形態の例を示 したもので あ って、本発明は この実施形

態に限定されるものではな く、請求の範囲を逸脱 しない範囲において適宜変

更が可能である。

実施例

[0075] (実施例 1 )

図 1 および図 2 に示す製造方法で、図 4 に示す半導体素子を作製 した。具

体的には、まず、サファイア基板上に、スパ ッタ法により金属 C r 層を形成

しアンモニア雰囲気中で熱処理することによりリフ トオフ層 （C r N層、厚

さ ：1 8 n m ) を形成後、半導体層 として、厚さ 7 η のG a N 系 L E D構

造層を形成 し、その後、サファイア基板の一部が露出するよう、半導体層の

—部を ドライエッチングにより除去 して格子状の溝を形成することで、横断

面の形状が正方形の島状に独立 した複数個の半導体構造部を形成 した。半導

体構造部の幅Wは 1 3 5 0 mであ り、個 々の素子の配置は碁盤の目状 とし

た。素子間の ピッチは 1 5 0 0 m、すなわち溝幅は 1 5 0 mである。

[0076] まず、半導体構造部の上に、 E B 蒸着法によリオ一ミック電極層 （A g 、

厚さ ：0 . 1 m ) を形成 した。次に、図 1 ( C ) および図 2 ( B ) に示す

ように、全ての溝を第 1 レジス ト （フォ トレジス ト）で塞ぎ、個々の半導体

構造部上の領域は開口させた。その後、スパ ッタ法により、半導体構造部の

表面、 p —才一ミック電極層上および第 1 レジス トの表面にメツキシー ド層

( T i N i C u 各厚さ ：0 . 0 2 ιη 0 . 2 ηι Ο . 6 m を

形成 した。

[0077] 次 に、高さ 1 0 m、幅 1 6 0 η の、図 2 ( C ) に示すような格子状の

第 2 レジス ト （フォ トレジス ト）を形成 した。その後、メツキにより露出 し



たメツキシー ド層上からC u (半導体構造部上の厚さ ：1 4 0 η ) を成膜

し、導電性サポー ト体とした。メツキは硫酸銅系の電解液を用いた電気メッ

キであり、液温は 2 5 ~ 3 0 °C の範囲で、析出速度は 3 5 m h r であつ

た。 このとき、メツキ層は レジス ト上で結合 し、導電性サポー ト体は複数の

半導体構造部を一体支持する状態 となった。図 9 ( A ) に導電性サポー ト体

の断面の斜視画像を、図 9 ( B ) に導電性サポー ト体の上面画像を示す。凹

みの最も薄い部位の厚みは 3 0 〜 5 0 m 、すなわち孔近傍の位置で約 3 0

m、孔から離れた最も厚い位置で約 5 0 ηΊ となった。孔の形状は図示の

とおりであり、孔の寸法は、対向する頂点間の距離が約 7 7 となった。

このように、メツキ層を成膜するのみでエッチング液を供給するための孔を

容易に形成することができた。

[0078] 次に、孔内にアセ トンを供給 して、 レジス トを除去 した。 この際、孔直下

のメツキシ一 ド層は塩化第 2 鉄の希薄溶液、 N i 選択エッチング液で溶解除

去 した。そ して、孔を介 して、引き続 きアセ トンにより溝に充填 していた レ

ジス 卜を取 り除き、空隙を形成 した。 この とき、 レジス トの残渣が残るよう

なことはなかった。

[0079] 次に、 C r N 選択エッチング液を用いて、ケミカル リフ トオフ法によりリ

フ 卜オフ層を除去 し、サファイア基板を剥離 した。

[0080] 導電性サポー ト体の裏面側に支持テープ （紫外線硬化テープ）を貼 り付け

て、導電性サポー ト体を レーザ一ダイシ ング装置のテーブルに固定 し、凹み

に沿って導電性サポー ト体を半導体構造部側からレーザー切断 し、半導体素

子を得た。各素子の結合部分となる凹み位置での厚みが 3 0 〜 5 0 m であ

つたため、全ての溝は各々一度の走査で切断できた。また、凹みにより切断

箇所 と支持テープとは約 7 0 ι ι 以上の空間を隔てており、切断部直下の支

持テープの変化は無かった。そ して、個片化後の半導体素子の導電性サボ一

卜体の側面は、切断面と非切断面 とを有 し、切断面での導電性サポー ト体の

最大厚みは 5 0 mであり、半導体構造部上での導電性サポー ト体の厚みに

対 して 3 6 % の厚みであった。また、半導体構造部とは反対側の面の外周部



に丸みを有 していた。また、切断後の導電性サポー ト体の、半導体構造部 と

は反対側の面のコーナ一には、孔の形状に対応 した丸みがあった。

[0081 ] (実施例 2 )

図 6 に示す製造方法で、半導体素子を作製 した。具体的には、 1 回目のメ

ツキ層成膜工程 までは、以下の点を除いて実施例 1 と同様に行 った。まず、

溝幅は 8 Ο π に変更 した。また、第 2 レジス トの幅も 1 0 O m に変更 し

た。そ して、 C u のメツキは、半導体構造部上の厚さが 1 2 0 m になる時

点で止めた。 このときにも、 C u メツキ層は第 2 レジス ト上で結合 し、複数

の半導体構造部一体支持する第 1 の導電性サボ一タ体となった。また、第 2

レジス 卜の交差部位上に孔も観察された。

[0082] 次に、 C u メツキ層の表面の凹みおよび孔を覆 うように、高さ 1 0 m 、

幅 1 0 0 m の、図 6 ( G ) に示すような格子状の第 3 レジス ト （フオ トレ

ジス ト）を形成 した。その後、実施例 1 のメツキ層成膜条件にてメツキによ

り、露出 した C u メツキ層上からさらにC u (半導体構造部上の厚さ ：3 0

m ) を成膜させ、第 2 の導電性サポー ト体とした。メツキ層は レジス ト上

で結合 しない状態に した。図 1 0 に導電性サポー ト体の上面斜視画像を示す

。第 1 および第 2 の導電性サポー ト体全体 として、半導体構造部上での厚み

は 1 5 0 m 、孔に近い凹みの最も簿ぃ部位の厚みが 4 5 m、孔から離れ

た最も厚い位置での厚みが 7 O m となった。孔の形状は図 1 0 のとおりで

あり、孔の寸法は、対向する頂点間の距離が約 8 0 η となった。 このよう

に、 2 段階でメツキ層を成膜させるのみでエッチング液を供給するための孔

を容易に形成することができ、また、溝の幅および第 2 レジス トの幅を狭 く

しても、凹み 孔 発光構造部上での厚みが最適な導電性サボ一 ト体 1 2 2

A を形成することができた。

[0083] 次に、孔内にアセ トンを供給 して、 レジス 卜を除去 した。空隙の形成方法

は実施例 1 と同 じ方法で行った。 このとき、 レジス トの残渣が残るようなこ

とはなかった。

[0084] 次に、 C r N 選択エッチング液を用いて、ケミカル リフ トオフ法によりリ



フ トオフ層を除去 し、サファイア基板を剥離 した。

[0085] 導電性サポー ト体の裏面側に支持テープ （紫外線硬化テープ）を貼 り付け

て、導電性サポー ト体をレーザ一ダイシング装置のテーブルに固定 し、凹み

に沿って導電性サボ一 ト体を半導体構造部側からレーザー切断 し、半導体素

子を得た。各素子の結合部分となる凹み位置厚みが、第 1 の導電性サポー ト

体および第 2 の導電性サボ一 ト体の合計でいずれも 7 0 m以下であつたた

め、全ての溝は各々 2 回の走査で切断できた。 また、凹みにより切断箇所と

支持テープとは約 7 0 m以上の空間を隔てており、切断部直下の支持テ一

プの変化は無かった。そ して、個片化後の半導体素子の導電性サポー ト体の

側面は、切断面 と非切断面を有 し、切断面での導電性サポー ト体の最大厚み

は 7 0 mであり、半導体構造部上での導鼋性サポー ト体の厚みに対 して 4

7 % の厚みであった。また、半導体構造部 とは反対側の面の外周部に丸みを

有 していた。 また、切断後の導電性サポー ト体の、半導体構造部 とは反対側

の面のコーナーには、孔の形状に対応 した丸みがあった。

[0086] (比較例）

図 7 および図 8 に示す従来の製造方法で半導体素子を作製 した。具体的に

は、まず、サファイア基板上に、 リフ トオフ層 （C r N 層、厚さ ：1 8 n m

) を形成後、半導体層として、厚さ 7 mのG a N 系 L E D構造層を形成 し

その後、サファイア基板の一部が露出するよう、半導体層の一部を ドライエ

ツチングにより除去 して溝を形成することで、横断面の形状が直径 1 0 0 0

mの円形の島状に独立 した複数個の半導体構造部を形成 した。半導体構造

部の素子間のピッチは 1 2 5 0 mである。

[0087] 半導体構造部の上に実施例 と同様のォーミック電極層を形成 し、次いで全

ての溝にフォ トレジス 卜を埋め込むとともに個々の半導体構造部の p —才一

ミック電極層の部分は開口して、サボ一 ト体と接続するためのメツキシー ド

層を形成 した。次いで、後述のC u メツキの際に成膜を防止するため、厚膜

レジス トによるビラ一の形成を行った。形成位置は図 8 ( A ) のように互い

に隣接する4 つの半導体構造部間の中央部分とした。なお、 ビラ一形成位置



のメツキシ一 ド層はエッチングにより予め除去 した。厚膜 レジス 卜の形成は

1 回当たり3 0 ~ 4 0 mのスピン塗布を行い、 3 回の重ね塗 りによって行

つた。この場合、 レジス トの粘度が高いため基板外周部の レジス トの盛 り上

が りが多 く、また、基板面内の レジス トの厚さムラが大きく、 レジス トの厚

みは 9 0 ~ 1 2 0 m となった。

[0088] 次いで、硫酸銅系の電解液を用いて、 レジス トビラーが埋め込まれない厚

み 8 5 mの第 1 回目の C u 電気メツキを行った。次いで、前述と同様 にし

て レジス トビラー上に再度 レジス 卜ビラ一を形成 して、第 2 回目の C u 電気

メツキを行い、合計 1 7 0 m電気メツキ し、導電性サポー ト体を形成 した

。 C u メツキ液温は 2 5 ~ 3 0 °C の範囲で、析出速度は 2 5 m h r であ

つた。次いで、厚膜 レジス トによるビラ一および溝に埋め込んだ レジス 卜を

アセ トンにより除去 し、サポー ト体の上下に貫通する貫通孔を形成 した。な

お、図 8 ( A ) に示す貫通孔は、四角柱状としその辺の長さは 4 1 O m と

した。 このとき、貫通孔側面部および孔の底部 にレジス ト残渣が残る部分が

あ り、エッチング液の供給が阻害された。なお、 レジス ト塗布時の厚さムラ

のため、電気メツキも複数回実施する必要があった。

[0089] その後、 C r N 選択エッチング液を用いて、ケミカル リフ トオフ法により

リフ トオフ層を除去 してサファイア基板を剥離 した。

[0090] 導電性サポー ト体の裏面側に支持テープ （紫外線硬化テープ）を貼 り付け

て導電性サポー ト体をテ一プルに固定 し、最後に、 レーザーダイシング装置

によって導電性サポー ト体を切断 し、半導体素子を得た。導電性サポー ト体

の厚みが 1 7 0 η ι であったため、全ての溝は、各々 1 回の走査では切断で

きず、切断には 3 回の走査を要 した。また、切断箇所と支持テープとは密着

しており、切断部直下の支持テープは一部黒 く焦げていた。そ して、個片化

後の半導体素子の導電性サポー ト体の側面全面が切断面であった。また、切

断後の導電性サポー ト体は、横断面形状のコーナ一は貫通孔形状に対応 した

面取形状を有 していた。

産業上の利用可能性



本発明によれば、ケミカル リフ トオフ法に用いるエッチング液を供給する

孔を導電性サポー ト体に容易に形成することができ、かつ、個片化する際に

導電性サポー ト体を容易に切断することができる半導体素子の製造方法を提

供することができる。

符号の説明

1 0 0 半導体素子

1 0 2 成長用基板

1 0 4 リフ 卜オ フ層

1 0 6 半導体層

1 0 8 溝

1 1 0 半導体構造部

1 2 第 1 レジス ト （充填材）

1 1 4 メツキシ一 ド層

1 1 6 レジス 卜 （第 2 レジス 卜）

1 1 7 レジス ト （第 3 レジス ト）

1 1 8 メツキシ一 ド層の露出部位

1 2 0 凹み

1 2 2 導電性サボ一 ト体 （第 1 の導電性サボ

1 2 2 A 切断された導電性サポー ト体

1 2 2 B 導電性サポー ト体のコーナー

1 2 2 C 半導体構造部 と反対側の外周部

1 2 3 第 2 の導電性サポー ト体

1 2 4 孔

1 2 5 凹み （第 2 の凹み）

1 2 6 空隙

1 2 8 上部電極

2 0 0 半導体素子結合体



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 成長用基板の上にリフ トオフ層を介 して半導体層を形成する工程

該半導体層の一部を除去 して、前記成長用基板 または前記 リフ ト才

フ層の一部が露出する溝を形成することで半導体構造部を複数個形成

する工程 と、

前記溝を充填材で塞 ぐ工程 と、

前記半導体構造部および前記充填材の上にメツキシー ド層を形成す

るシ一 ド形成工程 と、

該シー ド形成工程後に、前記溝の上方に、網 目状の レジス トを形成

する工程 と、

前記 レジス トに覆われず露出 した前記メツキシ一 ド層からメツキ層

を成膜 して、複数個の前記半導体構造部を一体支持する導電性サポー

ト体を形成する工程であって、前記導電性サポー 卜体が前記 レジス ト

の上に凹みを有 し、かつ、前記 レジス トの交差部位上に孔を有するよ

うに前記メツキ層を成膜する工程 と、

前記充填材および前記 レジス トの、少な くとも一部を除去 して、前

記孔から前記 リフ ト才フ層に通 じる空隙を形成する工程 と、

ケミカル リフ ト才フ法を用いて、前記孔を介 して前記空隙に供給す

るエッチング液により前記 リフ トオフ層を除去する工程 と、

前記半導体構造部間で前記凹みに沿って前記導電性サポー ト体を切

断することにより、各々が導電性サポー ト体に支持された前記半導体

構造部を有する複数個の半導体素子に個片化する工程 と、を有する半

導体素子の製造方法。

[請求項2] 前記メツキ層を成膜 した後の、前記凹み位置での前記導電性サボ一

ト体の厚みが 1 2 0 m以下である請求項 1 に記載の半導体素子の製

造方法。

[請求項 3 ] 前記メツキ層を成膜 した後の、前記半導体構造部の上での前記導電



性サボ一 ト体の厚みが 8 0 m以上である請求項 1 または 2 に記載の

半導体素子の製造方法。

前記網目状の レジス トを形成する工程 と、前記導電性サボ一 ト体を

形成する工程とを複数回 くり返す請求項 1 〜 3 のいずれか 1項 に記載

の半導体素子の製造方法。

前記溝により、横断面形状が四角形の前記半導体構造部が縦横に整

列 して複数個形成され、前記シー ド形成工程後に、前記溝の上方に、

格子状の レジス トを形成する請求項 1 〜 4 のいずれか 1 項 に記載の半

導体素子の製造方法。

導電性サポー 卜体 と、該導電性サポー ト体上に設けられた半導体構

造部 と、を有 し、

前記導電性サポー トは、前記半導体構造部とは反対側の面の外周部

に丸みを有することを特徴 とする半導体素子。

導電性サボ一 卜体 と、該導電性サボ一 卜体上に設けられた半導体構

造部 と、を有 し、

前記導電性サポー 卜体の側面は切断面 と非切断面 とからなり、前記

切断面での前記導電性サポー ト体の最大厚みが、前記半導体構造部上

での前記導電性サボ一 ト体の厚みの 2 0 ~ 8 0 % であることを特徴 と

する半導体素子。

成長用基板 と、該成長用基板上 の リフ トオ フ層 と、該 リフ トオ フ層

上で溝を介 して互いに独立 した複数の半導体構造部 と、前記複数個の

半導体構造部を一体支持する導電性サポー ト体と、を有 し、

該導電性サポー ト体は、前記溝の上方の位置に、凹みおよび前記溝

に通 じる孔を有することを特徴 とする半導体素子結合体。
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